
 

イー・エンジニアリング（株） （単位：千円）

金　　　　額 金　　　　額

2,652,966 197,292

6,181 43,961

138,374 23,355

77,677 51,494

21,545 50,241

1,116 526

13,952 22,111

5,494 5,601

2,388,623

504,349 1,225,956

82,528 40,794

13,968 2,863

4,533 1,182,298

1,980

62,046 1,423,248

3,145 1,734,066

218 10,000

1,180 1,724,066

1,747 1,724,066

418,675 1,724,066

10

214

418,450 1,734,066

3,157,315 3,157,315

（注）記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しています。

貸借対照表
２０２２年３月３１日現在

資　　産　　の　　部 負 債 ・ 純 資 産 の 部

科　　　　目 科　　　　目

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

売 掛 金 リ ー ス 債 務

未 収 入 金 未 払 金

未収還付法人税等 未 払 費 用

貯 蔵 品 未 払 法 人 税 等

前 払 金 未 払 消 費 税 等

前 払 費 用 預 り 金

預 け 金

固 定 資 産 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産 リ ー ス 債 務

建物及び建物附属設備 長 期 未 払 金

器 具 備 品 退 職 給 付 引 当 金

土 地

リ ー ス 資 産 負　債　合　計

無 形 固 定 資 産 株 主 資 本

電 話 加 入 権 資 本 金

ソ フ ト ウ ェ ア 利 益 剰 余 金

リ ー ス 資 産 その他利益剰余金

繰 延 税 金 資 産 純　資　産　合　計

資 産 合 計 負債及び純資産合計

投 資 そ の 他 の 資 産 繰越利益剰余金

出 資 金

そ の 他 の 投 資 等



 

 

個別注記表 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

棚卸資産の評価基準及び評価方法 

先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっています。 

  

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっています。 

なお、耐用年数については見積り耐用年数、残存価額については実質残存価額によって 

います。 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっています。 

なお、耐用年数については見積り耐用年数によっています。 

また、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5 年以内）に基づ

く定額法によっています。 

 （３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

定額法によっています。 

なお、耐用年数についてはリース期間、残存価額については零としています。 

 

３．引当金の計上基準 

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当事業年度末において発生している額を計上しています。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法

については、給付算定式基準によっています。 

なお、数理計算上の差異については、発生年度に全額を費用処理しています。 

     また、過去勤務費用については、発生時の従業員の平均残存勤務期間に基づく年数にわた

って定額法により費用処理しています。 

 

 

 

 

 

 

 



４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

（１）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税は、税抜方式によっています。 

（２）連結納税制度の適用 

当社は、日本電信電話株式会社を連結納税親会社とする連結納税主体の連結納税子会社とし

て、連結納税制度を適用しております。 

 

 

重要な後発事象に関する注記 

 親会社への吸収合併 

  当社は、2022 年 4 月 26 日開催の臨時取締役会において、株式会社ドコモＣＳとの 1 社体制 

 による人材の有効活用と効率的な事業運営を目的として、2023 年 4 月に親会社である株式会社 

 ドコモＣＳを存続会社、当社を消滅会社とする吸収合併の実施方針を決議しました。 

 

 

株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度末の発行済み株式の種類及び総数 

 普通株式   200 株 

 

 

当期純損益額 

当期純利益 473,441 千円 

 


